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最終更新：平成２９年１０月１０⽇

　ＣＬＴ(シーエルティー)（Cross(クロス)　Laminated(ラミネイティ
ド)　Timber(ティンバー)：直交集成板）とは、木の板を繊維⽅向が直角
に交わるように重ねて接着したパネルで、欧⽶を中⼼にマンションや商業
施設などの壁や床として普及しています。
　ＣＬＴは、現場施⼯性がよいなどの利点があるとともに、パネル⼯法、
部分利用といった広範な可能性があり、さらに、⼀般的な設計法が告⽰さ
れたことによって、多様な用途の建築物に活用される環境が整いつつあり
ます。
　ＣＬＴは、これまで木材があまり使われてこなかった中⼤規模の建築物
などに用いることにより、木材の新たな需要や新しい産業分野の創出が期
待されるものとして、地⽅創生の⼀⽅策としても⼤きな期待が寄せられて
います。
　このため、ＣＬＴの幅広く積極的な活用に向け、政府を挙げて取り組む
こととしています。
　その⼀環として、ＣＬＴの活用に関する事業者や地⽅公共団体等からの
問合せにお答えするために、内閣官房に政府の「⼀元窓口」を設けていま
す。 

ＣＬＴ活用促進のための政府⼀元窓口
　電話：０３－３５８１－７０２７
　担当：内閣官房　加藤、⼭口 
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ＣＬＴ活用促進に向けた関連予算について

ＣＬＴを活用した建築物の整備状況について

ＣＬＴについて

ＣＬＴとは（PDF／101KB）

ＣＬＴを用いた建築物（PDF／86KB）

⽀援措置等の問合せ先（PDF／33KB）

ＣＬＴの⾝近な活用例　

　ＣＬＴを活用した建物のうち、学校、事務所、住宅、店舗、宿泊施設やバ
ス停など、⾝近な活用例が増えています。

ＣＬＴ活用例（PDF／4,232KB） 

ＣＬＴで拓（ひら）く地域づくり（ＣＬＴ建築推進協議会発⾏）

ＣＬＴ建築パンフレット_見開き版（PDF／15.9MB）

ＣＬＴ建築パンフレット_冊⼦印刷版（PDF／16.3MB）
　※両⾯印刷すると、⼆つ折りで冊⼦になります

ＣＬＴの普及に向けた新たなロードマップ
〜需要の⼀層の拡⼤を⽬指して〜

　平成26年に林野庁及び国⼟交通省が作成したロードマップは、ＣＬＴを⼀
般的な建築材料として位置づけることを第⼀の⽬標としていました。これま
でに、建築基準法に基づく告⽰が平成28年３、４月に施⾏され、平成28年
度期⾸に５万㎥／年程度の生産能⼒を実現するなど、おおむねロードマップ
のとおりの成果を得て、平成28年度末（平成29年3月）に終期を迎えまし
た。
　平成29年度以降は、ＣＬＴを本格的に普及していく観点から、需要の⼀層
の拡⼤を⽬指すことを第⼀に、新たなロードマップを策定し、関係省庁が連
携して政府⼀体となり取り組んでいます。



ＣＬＴの普及に向けた新たなロードマップ（PDF／167KB）

平成２６年策定のロードマップ（PDF／288KB）

（参考）プレスリリース（Ｈ２６）
　 林野庁

http://www.rinya.maff.go.jp/j/press/mokusan/141111.html

　 国⼟交通省
http://www.mlit.go.jp/report/press/house04_hh_000551.html

政府の取組について

　ＣＬＴの活用促進に関し、関係省庁において様々な取組を実施していま
す。

「公共建築物における木材の利用の促進に関する基本⽅針」の変更に
ついて（林野庁・国⼟交通省）（PDF／77KB）

「木造計画・設計基準及び同資料」の改定について（国⼟交通省）
（PDF／122KB）

枠組壁⼯法の床版及び屋根版にＣＬＴを使用するための基準整備につ
いて（国⼟交通省）（PDF／943KB）

ＣＬＴ建築物の企画段階からの設計⽀援について（林野庁）（PDF／
186KB）

ＣＬＴ特別アドバイザー、ＣＬＴ広報⼤使の委嘱について（内閣官
房）（PDF／367KB）

ＣＬＴ活用促進に向けた関連予算について（平成29年度当初予算）

　ＣＬＴ需要の⼀層の拡⼤に向け、関係省庁ではＣＬＴを用いた建築物に取
り組みやすい環境の整備を進めています。
　⼀般的な設計・施⼯ノウハウを蓄積するためのＣＬＴを活用した先導的建
築、実証的建築、性能検証等への⽀援を御紹介します。 

新たな木材需要創出総合プロジェクト【１２億円の内数】（PDF／
1,691KB）

林野庁補助事業
・ＣＬＴを活用した建築物を
①建設コスト縮減や施⼯⽅法について検討し実証するもの



②コスト縮減や施⼯⽅法の課題等を踏まえて設計するもの
③設計するために必要な構造、防耐火、遮⾳、断熱、耐久性等の
　性能試験を⾏うもの
に対する⽀援、⼆次公募期間 ： 終了
実施団体：木構造振興（株）、（公財）⽇本住宅・木材技術センター
詳細はコチラ：http://www.howtec.or.jp/ 

サステナブル建築物等先導事業（木造先導型）【１０４億円の内数】
（PDF／220KB）

国⼟交通省補助事業
・ＣＬＴ⼯法等先導的な設計・施⼯技術が導⼊される建築物の木造・
木質化プロジェクトに対する⽀援、
公募期間：第１回受付：９月１２⽇〜１０月１１⽇、
　　　　　第２回受付：１０月１２⽇〜１１月１０⽇
実施団体：Ｈ２９サステナブル建築物等先導事業（木造先導型）評
価・実施⽀援室、
詳細はコチラ：http://www.sendo-shien.jp/29/

木材利用による業務用施設の断熱性能効果検証事業【２０億円】
（PDF／179KB）

環境省補助事業（農林水産省連携事業）
・ＣＬＴ等を用いた建築物等の⼯事費（基礎部分などは除く。）、設
備費、省ＣＯ2効果等の実証に係る計測費等に対する⽀援、
三次公募期間：終了
実施団体：（公財）北海道環境財団、
詳細はコチラ：http://www.heco-hojo.jp/

ＣＬＴ活用促進に向けた関連予算について（平成30年度予算概算要
求）

　平成29年度に引き続き、関係省庁ではＣＬＴ活用促進に向けた関連予算を
要求しています。主な⽀援措置を御紹介します。（全て内数扱い、国費ベー
ス）

建築物の木造・木質化及び木材産業活性化総合対策　6.6億円（林野
庁）（PDF／710KB）



林業・木材産業成⻑産業化促進対策　293億円（林野庁）（PDF／
378KB）

サステナブル建築物等先導事業（木造先導型）126.6億円（国⼟交通
省）（PDF／202KB）

木材利用による業務用施設の断熱性能効果検証事業　45億円（環境
省）（PDF／306KB）

ＣＬＴを活用した建築物の整備状況について

　ＣＬＴを構造部材や内装用として活用した建築物が徐々に増えてきてお
り、関係省庁と都道府県に調査を実施したところ、国・地⽅公共団体の庁舎
や⺠間施設を合わせると９５件が竣⼯しています（平成28年度末時点、うち
２件は仮設建築物であり解体済み）。
　⼀⽅、平成29年度に設計や施⼯を実施しているものは、地⽅公共団体の建
物や⺠間施設で１１２件あります。
　また、国の庁舎等では、平成29年度に設計又は施⼯を実施中のものが５
件、平成30年度以降の整備を検討中のものが８件あります。 

ＣＬＴの活用状況（PDF／93KB）
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どんなことでも問い合わせください！
総合窓口〈取組全般に関すること〉

【国の機関】＜政府の一元的な窓口＞ （どこに問い合わせてよいかわからない場合）

ＣＬＴ活用促進に関する関係省庁連絡会議幹事会（内閣官房 加藤、山口）

電話(03)3581-7027

【民間団体】

（一社）日本ＣＬＴ協会 電話(03)5825-4774

ＣＬＴ建築推進協議会 電話(088)855-7050

【地方自治体】

ＣＬＴで地方創生を実現する首長連合(高知県庁内) 電話(088)821-4592

支援措置に関する問合せ

【新たな木材需要創出総合プロジェクト】
ＣＬＴを活用した先駆的な建築物の建設等を支援します！（設計費、建設費）
農林水産省 林野庁 木材産業課 木材製品技術室 木材技術班

電話(03)6744-2294

【サステナブル建築物等先導事業に関すること】

先導的な設計・施工技術を導入する中大規模木造建築物等の整備（木造・内外
装木質化）を支援します！（調査設計費、建設工事費）
国土交通省 住宅局 住宅生産課 木造住宅振興室 開発係

電話(03)5253-8512

【次世代林業基盤づくり交付金】
木造公共建築物の整備を支援します！（設計費、建設費）
農林水産省 林野庁 木材利用課 木造公共建築物促進班

電話(03)6744-2626

【国の庁舎】 国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課木材利用推進室
電話(03)5253-8949

【役場庁舎】 総務省地域力創造グループ地域政策課
電話(03)5253-5523

【学校】 文部科学省大臣官房文教施設企画部施設企画課
電話(03)6734-2292 

【児童福祉施設等】厚生労働省子ども家庭局子育て支援課
電話(03)3595-2647

【介護施設等】 厚生労働省老健局高齢者支援課 電話(03)3595-2888
【病院】 厚生労働省医政局医療経営支援課 電話(03)3595-2261

厚生労働省医政局地域医療計画課 電話(03)3595-2194

施設ごとの問合せ

【木材利用による業務用施設の断熱性能効果検証事業に関すること】
CLT等に代表される新たな木質部材を用いた建築物の省エネ・省CO2効果を定
量的に評価するため、CLT建築物等の整備を支援します！（工事費、設備費、
計測費等）
環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室

電話(03)5521-8355


